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関係団体からの意見・要望と委員の意見  

（1）補助大の社会での受入れに関すること   

①法を遵守しない場合の指導、罰則について   

②法に関する事項にかかる相談機関（体制）の整備について   

③事業所又は事務所、住宅の受入れ義務化について  
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（2）補助大の普及啓発に関すること   

①法及び補助犬に関する啓発の推進について   

②使用者の義務、マナー等の周知方法について  



関係団体からの意見・要望と委員の意見  

（1）補助犬の社会での受入れに関すること   

① 法を遵守しない場合の指導、罰則について   

（関係団休からの主な意見・要望）   （委員からの意見）   

・悪質な補助犬受入れ拒否業者に対する  ・事案を明確にした上で、罰則・罰金を   

罰則規定の新設   規定すべき。  

・先進諸国にならい、我が国も罰則を規  

定すべき。   

・法の性格上、罰金や懲役的な罰則は馴  】まだ理解が浸透していないため、まず   

染まないと考える。そこで、受入れを   実効性のある啓発活動を進め、同時に   

拒否した場合の個人名や法人名あるい   責任ある第三者機関を立ち上げ、説明、   

は施設名の公表を行うこととしてはど   指導することが大切。単に罰則を作る   

うか。  ことでは解決しない。もし、罰則を入  

れるなら事業所名の公表が良い。  

・法が周知されてない現状があり、罰則    ・受入れ推進は罰則ではなく普及啓発に   

を設けるのは時期尚早ではないか。設   よることが適当であるが、著しく悪質   

けるとしても2～3年の周知期間が必   な違反事例については罰則を適用する   

要。   ことも必要。  

・障害者差別禁止法の議論の中で補助犬  

の受入れについての罰則も検討される  

べきであり、補助犬のみの罰則規定は  

他との均衡を失する。  

，社会に受け入れるべきだという機運が  

できてこないと罰則規定には無理があ  

り、現状に合致していない。  

・具体的な指導体制、悪質な場合の対応  

策を掲げることで罰則よりも有効な救  

済策となりえる。   

・保健所による受入れに関する指導や研  ・保健所は、各種施設の衛生指導を行っ   

修会等の実施   ていることから、有効な救済機関とし  

て機能できると考えられる。  

・保健所で、事業者に対して、営業許可  

申請時や検査時に法の精神を伝えて、  

指導することが必要。  

・保健所の指導が期待されているが、職  

員への福祉マインドの育成と関連知識  

の付与が必要。また、受入れ拒否店舗  

等への「保健所の権限」を、医師法、  

薬事法、理・美容師法等で定める必要  

がある。   
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② 法に関する事項にかかる相談機関（体制）の整備について  

（関係団体からの主な意見・要望）  （委員からの意見）  

受入れ拒否に関する苦情申立て救済機  

関、調整窓口等の設置  

都道府県や市町村を相談・調整・指導  

窓口として規定することが適切。  

地方自治体の関連部署に相談窓口を設  

けるべき。  

公的な機関が望ましく、各団体、行政  

税関との間でハブ軸的な役割を果たす  

機関として必要。  

身近なところで相談できる相談機関が  

必要。相談体制整備は、障害者自立支  

援法による仕組みの中で位置づけられ  

ることも必要。  

受入拒否に対し、客観的な立場で仲裁  

し法の目的に沿った解決を促していけ  

る苦情解決のための機能、受入側にと  

っては、具体的な受入方法の相談機能  

としての公的な機関が必要。  

使用者、受入側の双方からの苦情を処  

理できるようなものの設置が望まれ  

る。  

身近なところで相談ができる場所が必  

要であり、365日朝から夜遅くまで  

対応が可能であるものが必要。検討す  

る委員会は権限のあるもので、利用者、  

事業者、第三者を含む必要がある。  

障害者の権利侵害についての相談・救  

済機関のあり方については、障害者差  

別禁止法等の議論の中で広く検討され  

るべきであり、補助犬だけの新しい機  

関を創設するようなことは非現実的。  
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（参 事業所又は事務所、住宅の受入れ義務化について  

（関係団体からの主な意見・要望）  （委員からの意見）  

民間レストラン等が義務化されている  

こととのバランスや民間マンションも  

ペットを認める所が増えていること、  

法施行後3年を経過し猶予期間は与え  

られたものと思われることから義務化  

しても良い。  

福祉社会の実現、障害者の労働への積  

極的な参加という観点からも事業所は  

義務化すべき。  

原則的には、受け入れられるのが当然  

であり、義務化すべき。  

原則義務化で、条件によっては例外も  

あり得るという対応で良いが、現状で  

はまだ理解不足があり、啓発活動を進  

めることが必要。  

受入義務化は必須と思われるが、個別  

事例に対応する救済機関がなければ受  

入は進まないことが危恨される。  

民間の事業所、事務所、住宅、学校等  

の受入れについて、努力規定から義務  

規定へ。  

受入れ経験を積むことで理解が深ま  

る。  

受入れ義務の範囲を拡大することによ  

る法的諸課題の整理や補助犬制度の社  

会的定着を図りながら、その具休化の  

方向についてさらに検討してはどう  

か。  

外食は様々な形態があり、店舗の大き  

さや構造も千差万別であるため、狭い  

店舗等では対応は難しいことがあり得  

る。一律でなく、店舗の特性に合わせ  

た対応がされるべきと思う。  

店舗としては、補助犬を受け入れる意  

向はあるが、他のお客様から衛生的に  

問題があるから同伴させないで欲しい  

と言われることもあり、受入側だけで  

なく一般の人々にも衛生面での安心感  

を与えるようなPRが必要。  

法第11条を強化することに意見はな  

いが、同条で定める住宅がマンション  

である場合は、同条の効力とマンショ  

ンの管理規約の効力に閲し指針等を公  

表してしヽただければ幸い。  

民間賃貸住宅には、いずれは義務化の  

必要性があると考えるが、当面は受入  

側の意識を向上させるべく、積極的な  

普及啓発活動を展開すべき。  
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（2）補助犬の普及啓発に関すること  

① 法及び補助犬に関する啓発の推進について  

（関係団体からの主な意見・要望）  （委員からの意見）  

法の積極的周知が必要。  

補助犬について、全く理解していない  

ため「通常のペット犬」や「野犬Jと  

同様扱いで施設への「入場・入店一入  

室」を拒否された場合が、ほとんどで  

あること。  

本来受け入れられるべきなのは、「補助  

犬ユーザー」であり、そのような視点  

がまだまだ足りない。  

補助犬と補助犬ユーザーを見ていただ  

くことが、補助犬への理解を深めるた  

めには最短の近道であるため、育成団  

体、補助犬ユーザーによる啓発活動が  

より重要であり効果的。・  

国、都道府県等の積極的な普及啓発を  

望む。  

補助犬使用者がタクシーを利用するこ  

とについて、運転者だけでなく、一般  

利用者にも周知し、お互いが身近な存  

在として受け入れられる環境づくりが  

必要。  

障害者の社会参加になぜ補助犬が大事  

なのかを使う人だけでなく、受入側の  

一般の人に知ってもらうことが必要。  

補助犬感謝デーの設置を検討していた  

だきたい。  

この法律のように、不特定多数の人に  

理解を求めていくものは、常に啓発活  

動を怠ってはならない。  

地道な方策ではあっても、市民への啓  

発と教育を積み重ねていくことに尽き  

る。  

「補助犬の仕事を理解し、社会の一員  

として受け入れる、町作り宣言」等を  

行う自治体が全国各地に出てくれば、  

大きく変化する。  

法第9条の「不特定かつ多数の者が利  

用する施設」の範囲を明確にし、無料  

で配布できる「補助犬受入マニュアル」  

等に具体的に記載して、広く普及啓発  

していくことが必要。  

具体的なデモンストレーション等を通  

じて理解を図ることが望まれる。  

パンフレットを配るだけでなく、ユー  

ザーが補助犬と出向いて啓発すること  

も大切。  

法や補助犬について一般的な周知を図  

ることが重要。例えば、期間（月間、  

週間等）による周知、小中学校の行事  

の中で取り上げることなども考えられ  

る。  

受入側と使用者に対して、受入れの手  

引きにより共通認識を深めてもらうこ  

とも必要。  

一般国民に対しては、法が障害者の社  

会参加を推進するための法律であるこ  

とを、障害者に対しては、補助犬各々  

の機能や利点、使用者となるための手   
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続きや流れ、使用責任等について啓発  

することなどが必要。  

一般の人に知ってもらうようテレビや  

新聞などで取り上げてもらう必要があ  

る。  

厚生労働省、業界団体、支援団休それ  

ぞれが自分たちの置かれた立場で最大  

限の努力をすべき。  

関連団体発行の全てのメディアに1～  

2年間連続掲載。NHKクローズアッ  

プ現代に働きかけ取り上げて貰う。又  

は総理府に働きかけ政府のPR番組に  

－コマ入れる。  

介助犬、聴導カこついて言えば、実働  

頭数を増やすことが最も必要な啓発。  

なぜ、補助犬の頭数が増えず、予算を  

つけても余ってしまうのかということ  

の分析が必要。  

補助犬だけでなく社会全体の障害者に  

対する理解が進んでいないことから、  

障害者が地域で普通のくらしをするの  

が当たり前であるということをあらゆ  

る場面を通して啓発していくことが必  

要。特に学校教育の中で、障害者に対  

する理解を進めることと、その一環と  

して補助犬についての理解を深めるこ  

とが必要。  

義務教育の副読本等への啓発文章の掲  

載や、公的施設内及び公共交通機関内  

へのポスター等の掲示を継続していく  

ことが必須。  

特に若い世代への教育が重要。  

子供たちへの啓発を積極的に働きかけ  

ていくべき。犬嫌いの人たちにも補助  

犬と視覚障害者を受け入れられる啓発  

が必要。  

－5・   



② 使用者の義務、マナー等の周知方法について  

（関係団体からの主な意見・要望）  （委員からの意見）  

補助犬ユーザーの補助犬の適切な管理  

により信頼を高める。  

使用者としての自覚を高め、その責務  

遂行能力の向上を図ること。  

使用者教育の仕組みが必要。  

社会の中で生活をすることから、使用  

者が一般の人から補助犬を受け入れて  

もらえるよう努力をすることが必要。  

受入側との均衡を保つためにも、違反  

又はエチケット違反をした使用者への  

罰則規定も必要。  

再講習な’どにより、訓練事業者等によ  

るマナー等の徹底が必要。  

使用者のマナーの遵守は絶対に必要で  

ある一方、使用者の義務については、  

社会が受入れを常態化したときには不  

要。  

使用者の中には、「補助犬であればなん  

でも全てが許される」と考えている者  

がいるのは事実であるので、補助犬管  

理義務等について、訓練の中で、更な  

る徹底がされるよう強化すべき。  

補助犬として、適当でない行動があっ  

た場合、他に著しい損害を与えた場合  

は、使用者及び指定法人に対する処分  

があって当然。  

使用者は、義務やマナー等の徹底を図  

ることはもとより、社会全体が、補助  

犬の制度面だけ知るのではなく、愛玩  

犬とは違う補助犬とのつきあい方のマ  

ナーを知り、補助犬を同伴する身体障  

害者の社会参加を自然に受け入れるよ  

うにしていくことが本法の趣旨に適う  

もの。  
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